
は じ め に

本書は、科学研究費基盤研究（B）「社会教育・生涯学習の再編とソーシャ
ル・キャピタルに関する実証的研究」（研究代表者・松田武雄）において 3 年間、
調査研究してきた成果のまとめである。2009 年度から 2012 年度までの研究計
画であったが、2011 年度に、新たに何人か加わっていただいて申請した科学研
究費基盤研究（A）「コミュニティ・ガバナンスと社会教育福祉システムの構築
に関する欧米とアジアの比較研究」（研究代表者・松田武雄）が採択されたため、
本研究は 2010 年度をもって終了することとなった。しかし、基本的な問題意識
は引き継ぎ、さらに発展させた研究計画をもって再出発することとなったため、
本研究計画が一段落して終了したわけではない。引き続き、社会教育・生涯学習
とソーシャル・キャピタルとの関連については重要な研究課題であると考えてい
る。

本書の研究目的は以下の通りである。
近年、地方分権と規制緩和に基づいて進行している自治体行財政改革のもと

で、社会教育行政も大きな再編成が進み、地域における社会教育・生涯学習のあ
り方が変容しつつある。現在の社会教育・生涯学習の再編成のもとでは、従来型
の社会教育の理論的な枠組みでは対応できず、新たな状況に根ざした社会教育・
生涯学習の理論を、実証的な研究を通じて構築していくことが求められている。
特に次のような検討課題が挙げられる。

第 1 に、指定管理者制度の導入により地域社会教育施設の民間委託が急速に
広がる中で、公民の新たなパートナーシップのあり方を現状に即して実証的に検
討していく必要が生じている。指定管理者制度については、メリットとデメリッ
トが指摘されているが、デメリットをできる限り縮小し、行政機関との協働関係
を模索しながら、公共性を担うことができるような民間経営の方法と、行政との
パートナーシップのあり方について検討する課題がある。さらに、指定管理者制
度という制度そのものの改変も視野に入れる必要がある。

第 2 に、社会教育行政が縮小し、社会教育施設がコミュニティ施設に衣替え
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していく事態が進行する中で、従来の教育施設としての社会教育施設のあり方を
再検討し、コミュニティ機能や福祉機能を包摂した広義の社会教育施設として、
今後を見通すような新たな施設像を構想していく必要がある。

第 3 に、自治体改革の一環として地域組織の再編成が進められ、公民館など
社会教育施設にコミュニティ活動の支援業務が期待されている。そうした中で、
社会教育施設と地域組織の関係、併せて NPO との関係、さらにコミュニティの
活性化における社会教育の機能について、ケース・スタディに基づいて検討する
必要がある。

このような検討課題を念頭に置いて、本研究ではまず、自治体改革との関連で
社会教育・生涯学習の再編がどのように進行しているのかを、全国的な調査と各
地の典型的な事例の実証的な分析を通じて明らかにしてきた。その際の視点は主
として、①市町村合併に伴う社会教育・生涯学習の再編、②指定管理者制度の導
入や PFI 等の民間委託、民営化に伴う社会教育・生涯学習の再編、③地方分権
と地域組織の再編成に伴う社会教育・生涯学習の再編、という点に置いてきた。

また、近年、社会科学の様々な領域でソーシャル・キャピタルの概念が注目さ
れるようになってきたが、社会教育・生涯学習の分野においても関心が惹起され
てきている。政策上も、今後の社会の再編成を考える上で有効なツールとして各
省庁が注目している。たとえば文部科学省中央教育審議会生涯学習分科会では、

「学習活動を通して地域の人々の信頼関係に基づく連携や絆（社会関係資本：
ソーシャル・キャピタル）が醸成されることに寄与していることを重視すべきで
はないか」ということが指摘されている（2007 年 7 月 21 日、配布資料）。

本書では、社会教育・生涯学習とソーシャル・キャピタルの高い親和性に着目
し、現在の社会教育・生涯学習の再編の方向性を考えていく上での視点として、
ソーシャル・キャピタルの形成・蓄積に社会教育・生涯学習がどのように関与で
きるのか、という観点を設定している。逆に、ソーシャル・キャピタルの形成が
社会教育・生涯学習にプラスの作用をもたらすのではないか、という仮説も持っ
ている。

そこで、この間の共同研究では、社会教育・生涯学習の再編動向の分析を踏ま
えて、ソーシャル・キャピタルの形成・蓄積を促す新しい社会教育・生涯学習の
理論的な枠組みと実際のシステムを構築することを目指し、典型的と思われる事
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例の実証的な分析・考察を行ってきた。事例分析を通して、ソーシャル・キャピ
タルにおける社会教育・生涯学習の構造的な位置づけを明らかにするとともに、
公民のパートナーシップによる社会教育・生涯学習の現代的再編の発展的な方向
性を模索してきた。

本書は、いまだ中間的な成果の公表であるが、現代的状況に対応した新たな社
会教育・生涯学習の理論を構築するための一つの契機となれば幸甚である。

本書を出版するにあたり、大学教育出版の佐藤守社長に大変お世話になりまし
た。また、編集部の安田愛さんには丁寧に原稿を読んでいただき、いろいろとご
指摘をいただきました。深く感謝いたします。また、名古屋大学大学院生の後藤
誠一君（教育発達科学研究科）には編集作業を手伝ってもらいました。感謝しま
す。

2012 年 3 月
松田武雄
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